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○研究成果 

第2年度における研究成果としては、以下の点が明らかとなった。 

 まず第一に、1年度において、漁業と漁村をめぐる状況の厳しさの中でも90年代の長期不況以降も新規

参入漁業就業者が継続している地域として、嶺北地域の福井県越前町、嶺南地域の小浜市を抽出した。2年

度は、こうした地域の引き続き、実態調査とアンケート調査、また、周辺地域を含む調査も行った。 

嶺北地域の越前町は、ズワイガニの小型底引網漁業を中心として長男が存在する場合、ほとんど例外な

く後継者を確保しており、学卒後、ストレートに小型底引網漁業経営を継ぐ。また、次男も長男とともに

父親と底引き船に乗り込む場合も多々見られる。小型底引漁船は、通常、5名程度乗り込み、家族男子労働

力と、雇用による乗組員によって操業が可能であり、小型底引漁船の家族経営が就労機会となっているの

である。こうした経営が成り立つのは、地元観光業と結びついた“越前がに”としてのブランドを確立し

ているズワイガニ価格の高さによって成り立っていることは言うまでもない。また、雇用乗組員に関して

も調査を行い、新規就業した者８名に関してヒアリングを行った（表１）。さらに現在、越前町漁協に依頼

し、40 歳以下の乗組員全員に関してアンケート方式による意識調査も行っている。アンケートが回収され

るのは、多少時間的にかかるが、本年度の報告書に含める予定である。 

 表１の新規就業乗組員（被雇用）の概要で明らかなことは、家業が漁業であるのはＣのみであり、ほと

んどが地元出身でも親の家業が漁業以外である。Ｉターン者では、何回か転職を行い失業（フリーター）

経験を持つ者も存在し、また現在の小型底引網漁船に乗り込む以前の仕事が不安定就労の状態にあった者

も多い（Ｂ、Ｃ，Ｄ，Ｅ、Ｇ，Ｈ）。このように小型底引漁船就労も必ずしも長期的・安定的な雇用機会と

いうことでもない。 

嶺南地域においては、今年度、小浜市漁協の西津地区、阿納地区の民宿＋養殖業、甲ヶ崎地区のカキ養

殖＋遊漁業＋鮮魚販売の経営、宇久地区の定置網経営、田烏地区の小型底引網漁業を調査し、さらに、こ

うした地域と合わせ、小浜市周辺地域の高浜町の養殖経営、定置網経営も含め、ヒアリング調査とアンケ

ート調査を行った。こうした中で明らかになったことは、嶺北地域と嶺南地域とでは、新規就労・後継者

確保という点では異なった経営形態をとっていることである。嶺南地域では、なによりも特徴的なことは、

嶺北地域が小型底引網経営に専業化することによる家族労働力、とりわけ長男、次男などの後継者確保が

なされるのに対して、嶺南地域の場合、家族労働力の確保と人数に対応した他業種との複合化した養殖

経営体に後継者が存在していることである。したがって単一漁業種類による家族経営の展開による嶺北 
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表１ 小型底曳き網新規就業乗組員 

年齢 出身地 乗組員就業年 Ｉターン・Ｕターン別 以前の仕事 その他

A 21 地元 2010年 フリーター 家が地元の加工業者

B 42 富山県 2009年 Ｉターン トヨタ→運送会社

C 26 地元 2010年 Ｕターン 東大阪で土建業 親が地元で漁業者

D 58 愛知県 2010年 Ｉターン トヨペット勤務後2、3回転職

E 31 石川県 2010年 Ｉターン 派遣会社

F 20 地元 2010年 Ｕターン 高校中退　フリーター

G 23 県内鯖江 2010年 Ｉターン 建築会社

H 24 地元 2010年 Ｕターン 武生の製造業を辞め、フリータ－  
年齢は2011年7月時点である。 

 

型経営に対して、複合型家族経営の展開による就労機会の存在と新規就労可能な体制となっているのであ

る。海面養殖に関しては、フグ、マダイなどの魚類養殖の小浜市阿納地区、高浜町日引地区が典型的であ

る。こうした経営体は、民宿業を中心に遊漁業などの複合経営形態をとっており、家族内分業による労働

力の配置を行い、家族の人数に対応した経営規模を維持している。いずれも民宿業は、高度経済成長期の

1960 年代の中ごろから開始され、夏場の海水浴客、釣り客をターゲットとしたものであったが、しだいに

交通のアクセスが便利になるにつれ、日帰り客が増加し、滞在型の宿泊客が減少した。こうした状況に対

応して、それまで細々と行ってきた漁業のみならず、1970 年代中頃から民宿の宿泊客に提供する食材とし

てフグ養殖を開始した。こうして夏場のみならず冬場においても宿泊客を確保することが出来るようにな

った。現在の父親の世代が経営の拡張を図りながら経営の複合化を行い、後継者を含む子供達の就労の機

会を確保してきたのである。このような経営では、複合経営を始めた1970年代の中頃から家族経営と言え

ども後継者を含む家族に給料を支払うシステムをとるようになった。こうした経営においては、後継者は

学卒後、そのまま家業としての複合経営に就くケ－スがほとんどである。 

次に、第二には、漁業・養殖業などの漁村経済を支える“コア”部分と並んで重要な業種として地域水

産関連産業としての遊漁船業がある。近年、バブルの時期である1980年代頃と比較すれば経営体数が減少

しているが、しかしながら注目すべきことは、漁業者の遊漁船業者の兼営割合がきわめて高くなっている

ことである。嶺北地域では、小規模な一本釣りなどの漁業経営の所得を補完するものとして、あるいは漁

業には免許、許可が必要であることから、とくに若い人たちの新規参入が不可能な場合が多く、そうした

ことから漁村への新規参入は遊漁船業などの形態をとって行われている。これも近年の傾向であり、越前

町では、2008 年に漁業者との漁場競合の調整などの必要性から遊漁船組合が設立された。遊漁船業者は、

組合では準組合員となっている。このように越前町では、漁業とは切り離れた関係である。 

一方、小浜市では、小型底引漁船が6－9月まで休漁となっており（6月、9月は資源管理上の自主休漁）、

船主、および乗組員は夏場の 4 ヶ月間、失業状態となる。こうした失業状況を補完するのもとして夏場の

遊漁船業がある。こうした遊漁船業を組み合わせることによって漁業も収入が安定する。こうした理由か

ら漁業者が遊漁船業を兼業しているケ－スが増加してきた。また、非漁業者であっても完全に地区外部出

身ではなく、地区内の非世帯継承的な次男などが着業している場合も見られ、なんらかのつながりを当該
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漁村と持っていることが多い（ヒアリングより）。こうした業種も「広義の漁業」としてとらえる必要があ

ろう。 

このように漁村の新たなIタ－ン、Uタ－ンを促進する遊漁船業のあり方も嶺北地域と嶺南地域とでは異

なる。 

第三には、以上のような漁業・養殖業および民宿業などの水産関連業は、嶺北地域“越前がに”、嶺南地域の“若

狭ふぐ”“若狭ぐじ”などのブランド水産物が観光業を土台として地域内を循環することによって、支えられてい

る。こうした地域内需要の高さが広義の地域水産業を維持しているのである。また、こうした水産関連産業によ

って漁業のみならず、関連産業の就労機会を生みだし、Iタ－ン、Uタ－ンを促進し、若い人々の定着を可能にし

ている。 

例えば、産地市場に水揚げされた水産物は、県外へ移出されるのではなく、とくに越前ガニのように地元の民

宿・旅館へ中心的に供給され、流通・加工業を通じて顧客に消費されたり、小浜市阿納地区のフグ養殖＋民宿経

営のように同一経営の中で自家利用され、冬場の顧客の確保に役にたっている場合が多々見られる。すなわち高

コストな大都市型出荷・販売ではなく、家族経営による地元消費・自家利用によって漁業も成り立ち、民宿・旅

館経営も成り立つという関係にある。 

第四には、それぞれの漁村の置かれている状況によって異なるが、大型定置網漁業の存在が雇用機会としての

機能を果たしていることである。かつては、高齢者のための就労機会的役割という性格が強かったが、高浜町、

宇久地区で見られるように、最近ではUタ－ン者、Iタ－ン者のための漁村内の安定した就労機会としての性格

が強い。自営漁業が規模も小さく、父親単身型の漁業の場合、しばらくはUターン者の就労機会として、あるい

はIタ－ン者のための研修の場としての意義も大きい。こうした大型定置網漁業の漁村内における機能の見直し

が必要であろう。 

 以上のように、Uタ－ン者、Iタ－ン者を中心として就労状況、参入のための条件と参入後の定着性などにかん

して調査研究してきた。 

 

 


